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１ プログラムの目的                                              

鳥取県には、県土面積の３／４にあたる２６万 ha の森林があり、そのうち、戦後に植林された１２

万４千 ha の人工林が生長し伐期を迎えようとしています。 

木材は太陽光、二酸化炭素、水で繰り返し生産することが可能な地球環境にやさしい天然資源

です。 

また、建物に木材を使用することは環境負荷を抑えるとともに炭素をまちなかに蓄えるという理想

的な循環系を生み出し、鳥取県の自然環境を守ることにつながります。 

 

■鳥取県が目指す「森と緑の産業」 

 
図：「平成 26 年度 森林・林業白書」林野庁から転載 

 

木材は炭素を固定した材料であるため、燃えるという特徴があり、建築物等に利用する際の課題

となります。 

このため、建築基準法（以下、「法」という。）では、火災から生命・財産を守るため、木材の使用に

ついて様々な基準を定めています。 

一方、木材を建築材料として活用することで循環型社会の形成や国土の保全、地域経済の活性

化に貢献することが期待されています。 

 

これらを背景に、平成２２年に『公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律』が施行

され、同時に木造建築物の防火に関する性能の把握や技術革新が進んだことで建築基準が合理

化されるなど、近年木材の利用範囲が急速に広がりつつあります。 

公共建築整備においても積極的な木材の使用を推進するとともに、公共建物の公益性を十分に

活かし木材の魅力を発信することが必要です。 

 

このプログラムは、「鳥取県産材利用推進指針（平成２０年８月策定、平成３０年３月改定）」に沿

って、県内の森林で伐採され県内で加工した木材（以下、「県産材」という。）を県有施設整備におい

て積極的に活用するための具体的な使い方を示し、森林の持つ環境保全機能の確保と木質資源

を活かした循環型社会の構築に資することを目的として定めたものです。 
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２ 基本方針                                               

鳥取県は、次に掲げる基本方針に基づき、県産材の活用を基本とした公共建築の整備

を推進します。 
 

■公共建築整備基本方針 

○ 使用する木材は原則として全て県産材とします。※１ 

○ 建物は主要構造部を木造とすることを基本とします。※２ 

○ 建物の内外装材、家具等に積極的に県産材を使用し、県産材の特性や魅力を

発信します。 

○ 木造建物の長寿命化を目指します。 

※１ 使用部位、目的から県産材の調達が困難な場合を除きます。 

※２ 法規制等によりやむを得ない場合を除きます。 

 

 

■県産材活用推進モデル施設の指定 

既設及び今後、新設する県有施設の中から「県産材活用推進モデル施設」を指定し、県産

材の魅力と活用方法について情報発信に取り組みます。 
○ 既設の県有施設の中から、県産材を効果的に活用した施設を選定し、県産材魅力発信コーナーを設けま

す。 

○ 新規事業の中から「県産材活用推進モデル施設」を指定し、「建物にとって最適な樹種の選定・調達」、「最

適な場所への活用」、「県産材の魅力発信」という 観点に立ち、企画・構想段階から樹種選定・調達まで、設

計者、施設所管部局、営繕部局、農林部局等の関係職員が協働して整備を推進します。 

■ 県産材使用プレート（妻木晩田遺跡ガイダンス施設） 
 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

県産材の良さを認識してもらい、より多くの県

産材利用の促進を図るため、県産材を利用した

施設や新たに建設する施設に県産材を使用し
た部位等を表示し、県民の皆様にも県産材に関

心を持っていただくようＰＲにも取り組んで

います。 
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３ 施設整備の流れと木造化決定のタイミング                 

一般的に建物をつくる時には、まずニーズがあり、次いで企画を立案、設計、そして工事のプロセ

スを経て完成に至ります。また、利用が開始されると、管理運営、維持管理が発生します。 

公共建築を整備する場合も概ね同様ですが、性格上、施策目的やニーズ、あるいは目先の整備

費用だけでなく、維持管理までを含めたライフサイクルコストに対する費用対効果について適切な

検証が必要です。 

県有施設の「木造化」は、企画・構想段階における事業主体側の「発意」と「規模・構造に対する

綿密な検討」が重要です。 

また、内外装の「木質化」は基本～実施設計の段階で決定します。 

その他、「木造化」、「木質化」は、建物をより長く使うことを念頭に、維持管理費用までを含めたラ

イフサイクルコストの検証も必要です。 
 

■施設整備の流れとポイント 

 
 

■県産材活用整備検討会議（仮称）の設置（以下、「検討会議」という。） 
費用対効果や耐久性等の観点から、従来であれば木造以外の構造とすることが一般

的と考えられる建物についても県産材の需要拡大、魅力発信あるいは環境面での利点

などの観点から「木造化の可能性」を徹底的に検証します。 
＜検討会議の構成メンバー（予定）＞ 

事業所管部長、所管課長、施設長、総務部長、県産材・林産振興課長、営繕課長等 

 

 
ライフサイクルコストとは？  

 

建物の企画・設計に始まり、竣工、運用を経て、寿命がきて解

体処分するまでを建物の生涯と定義して、その全期間に要する費

用をライフサイクルコストといいます。 

建築物のコストを検討するとき、その建設費のみを対象として

評価しがちですが、建設費はライフサイクルコストから考えると

氷山の一角にしか過ぎません。 

水面下に隠れている保全費、修繕費、運用費（光熱水費）等のコ

ストを含めて同時に検討することが重要です。 

■建物のライフサイクルコスト 
(生涯経費) 

企画 構想 
基本 

計画 

予算 

査定 

基本 

設計 

実施 

設計 
工事 完成 

ポイント 1 

①構造の検討 
ポ イ ント２ 

②木造化決定 
ポイント３ 

③内装材決定 

維持

管理 

「４ 木造化への判断基準」に基づく構造の検討 

費用対効果等の視点から木造化の判断が難しい施設

にあっては「県産材活用整備検討会議」★により決定 

「４ 木造化への判断基準」に基づく

県産材の使用部位の検討及び決定 
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４ 木造化の判断基準                                     
主要構造部の木造化は、法の規定上、防火性能が求められる建築物を、地域・規模・用途により

検討し、構造上の制限を検証の上、詳細な妥当性を勘案して決定します。 

（１） 建築物の木造化の判断フロー 

計画建物が木造に適しているか、あるいは法規制等 

に照らして適切か否かは一先ず以下のフローチャート 

で検討します。 

 

耐火（準耐火）建築物以外 耐火（準耐火）建築物 

法による防火性能 
＜防耐火設計の流れ(P41【図１】、P48【表５】【表６】参照  ＞ 

規模・建物形状による適性 
＜ 構造設計の流れ(P45【図２】、 P46【表３】参照) ＞ 

耐久性・耐震安全性に対する要求度 

木造が適切・可能 木造は極めて困難 

一般的な施設 防災拠点等 

経済性（費用対効果）の検証 

判定式を満足する 判定式を満足しない 

県産材活用整備検討会議 

非木造 木造 

スタート 

特殊建築物 

チェックシート(P43【図 1-2】参照) 

建築規模 

チェックシート(P44【図 1-3】参照) 

防火関係地域 

チェックシート(P42【図 1-1】参照) 

 

 

 

防火関係 

地域 

 

 

 

    建築規模 

 

特殊建築物 

木造可能 
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（２）経済性による判断 
木造建築は、「ＣＯ2 発生量の抑制」「地場産業の活性化」等の観点から経済効果を試算

すると建設費の約３割に相当します。 

一方、ライフサイクルコストの低減や地球環境保護の観点から、木造建築の長寿命化

が必要です。 

これらから、今後整備する木造建築の建設費は、次の判定式より判断します。 
 

 
木造とした場合の建設費 

≦ 
木造以外で最も一般的な構造とした場合の建設費 

×1.3 
目標使用年限【表１】 減価償却資産としての耐用年数【表２】 

 

 
なお、建設費が割高となり、この判定式を満足しない場合は設置目的等を勘案して「検

討会議」において個別に判断することとなります。 

 

【表１】 木造建築の目標使用年限 

耐用年数（年） 

事務所等 住宅、学校等 倉庫等 

４８ ４４ ３０ 

※減価償却資産としての耐用年数の 2 倍を目標。 

※鳥取県県有施設中長期保全計画では４０年以上と規定（事務所等）。 

【表２】 減価償却資産としての耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省令） 

構造 
耐用年数（年） 

事務所等 住宅、学校等 倉庫等 

鉄筋コンクリート造 ５０ ４７ ３８ 

ブロック造 ４１ ３８ ３４ 

鉄骨造 ２２～３８ １９～３４ １７～３１ 

木造 ２４ ２２ １５ 

 

 
県産材使用による経済効果 

県産材を活用した木造建築は、地域経済の活性化・地場産業の振興ほか、原材料代が山元へ還元さ
れることにより森林の適正管理が可能となり、地球温暖化防止にも効果があります。 

「木造公共建築物普及研究会報告書（平成１
７年度 岩手県遠野市）」によると、公立学校の
体育館（延べ面積 1,185 ㎡）をモデルに、非木
造（鉄骨造）の木造化による「地場産業の活性
化」の経済性を算出した額に、別途算出した
「CO2排出量」削減効果による換算した額を加
算すると、右の試算のとおり木造化によるコス
ト差（約３割）に概ね相当するとされています。
「木造での生産誘発額」を考慮すると、非木造
とのコスト差以上の経済効果が期待されていま
す。 

（試算：直接工事費ベース） 

［非木造とのコスト差（約３割）］ 

同報告書のモデルで試算された木造化によるコスト

差（約2,700万円）は、以下の相当額で吸収可能です。 

○地場産業の活性化 

約 2,500 万円（建築物の木造化により地域に還元

される額） 

○CO2 排出量 

約 100 万円（ガソリンから排出される CO2 排出量に

換算した額（720 円/m2）） 

「木の学校～木材利用の進め方のポイント、工夫事例～」（文

部科学省・農林水産庁）を参考に試算  
［木造での生産誘発額］ 

約 4,200 万円（地域から生産される木材や、地域の

木材加工技術の活用により、地域に対して最終的に

発生する生産額） 

 

 よって、木造の建築物の需要の発生によって、生産

が生産を呼び、地域への経済波及効果が期待できま

す。 

図：「とっとり森と緑の産業ビジョ ン（平成２６年５月）」 
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木造建築物による環境負荷に関する試算 

建築物生産時の構造別CO2の排出量について住宅を

例（右図）として、木造では約 230kg-CO2/m2、鉄
骨造（S 造）でその 2 倍、鉄筋コンクリート（RC）造

では 2.5 倍程度です。 

例えば、延べ面積 4,000m2 の校舎を RC 造から木

造に変更したことによる CO2排出量を、ガソリンから
排出される CO2排出量に換算した場合 770 円/m2の

経済効果があります。 

（試算）鉄骨造の CO
2
排出量換算額：720 円/m2 

（770 円/m2/2.5×2.0） 

 

図及び文章：「木の学校～木材利用の進め方のポイント、工夫事例～」（文部科学省・農林水産庁から引用、転載） 

（参考１）鳥取県建築物環境総合性能評価システム「CASBEE とっとり」 

CASBEE（キャスビー） とは、『建築環境総合性能評価システム（Comprehensive Assessment 
System for Built Environment Efficiency）の略称で、政府支援の元、産官学共同プロジェクトによ
り開発された建築物の環境性能を評価して格付けする手法です。 

鳥取県では、「CASBEE‐新築（簡易版）」に鳥取県の
施策や地域特性を踏まえ、建築主に特に 取り組ん でい
ただきたい 4 つの重点項目（県産材利用の推進、鳥取県
認定グリーン商品利用の 推進、設備システムの高効率
化、敷地内緑化の推進）を加えた、鳥取県建築物環境総
合性能評価システム「CASBEE とっとり」で評価を行って
います。 

 

○制度の対象となる建築物 

新築の場合：床面積が 2 千㎡以上のも の 

増築・改築の場合：増築、改築に係る部分の床面積が 2 千㎡以上のも の 

（参考２）木造建築物の環境性能について 

（平成 22 年度「木造検討業務」報告書（国土交通省）より」） 

本報告書では、木造建築物の環境負荷性能の把握のため、建物構造種別によって木造と非
木造の CASBEE 評価をケーススタディしています。同程度規模の非木造ＢＥＥ値は、木造とほぼ
同じく 、ＢＥＥランクは同ランクという 結果です。 
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（３）防火関係規定による判断 
大規模な建築物や不特定または多数の人が利用する「特殊建築物」では、火災が発生

した場合、人命への危険性や周辺へ被害が広くなる可能性が高くなります。 
法では、このような建築物に対して火災により建築物が倒壊しないように、火災に対

する防火措置を施さないまま木造等で建設することを制限し、地域、規模または用途に
応じて「耐火建築物又は準耐火建築物」にする必要があります。 

① 特殊建築物 

特殊建築物とは、用途の特殊性から法第２７条に規定され、防火・避難規定など一
般の建築物より厳しく制限される建築物です。 

例えば、劇場、病院、学校など不特定多数の人が集まる施設や、ホテルや共同住宅
などの宿泊、就寝を伴う施設、倉庫、自動車車庫などの火災に対して危険度の高い施
設などがあります。 

これらの建築物では、災害時の避難に混乱が予想されるため、規模や階数によって
安全基準の厳しい制限が規定されています。 

② 耐火制限 

ア． 耐火建築物 

耐火建築物とは、屋内から発生した火災や周囲で発生した火災に対して、火災が
終了するまでの間、倒壊するほどの変形や損傷がなく、延焼もしないで、耐えるこ
とのできる建築物のことです（法第２条９号の２）。 

建築物が耐火建築物として認められるには、主要構造部（構造上重要な壁、柱、
床、梁、屋根、階段）が次のいずれかの条件を満たす必要があります。 

（a） 仕様規定の耐火構造であること 
（b） 性能規定の耐火性能検証法による耐火性能に適合すること 
なお、上記（a）と（b）のいずれの場合でも、隣地に近接する外壁の開口部で延

焼の恐れのある部分には、遮炎性能をもつ防火設備を設置する必要があります。 

イ． 準耐火建築物 

準耐火建築物とは、耐火建築物ほどの耐火性能はないが、火災に対して、一定の
時間、倒壊や延焼を防ぐ性能がある建築物のことです（法第２条９号の３）。 

建築物が準耐火建築物となる仕様規定に適合し、耐火建築物と同様に延焼の恐れ
のある部分には、防火設備を設置する必要があります。 

ウ． 耐火構造 

耐火構造とは、一定の時間に対応する耐火性能をもつ構造のことです。耐火性能
とは、避難に要する一定時間（耐火時間）内に、建物の損傷や延焼をしない性能の
ことです（法施行令（以下、「令」という。）第１０７条）。 

 

 
主要構造部の耐火性能について 

耐火性能は、令第 107 条において、建築物の部分・階
数に応じて、要求される性能の「要件」と「時間」を規定
しています。 

具体的には右図のように、主要構造部ごとに、「非損傷
性」・「遮熱性」・「遮炎性」の３つの技術基準を規定してい
ます 

 

 
○耐火構造の仕様規定の事例（壁抜粋・H12 建告 1399 号）  

主要構造部ごとに耐火時間に対応した下地、材料、厚みなどの仕

様（下図）が決められていま す。 

 



9 

エ． 木造による耐火建築物 

木造による耐火建築物は、Ｈ１２建告１３９９号による仕様規定にするほか、国
土交通大臣認定、耐火性能検証法による耐火構造とします。 

なお、耐火建築物が満足しなければならない技術的基準の全体像をＰ４９（【図
３】）に示します。 

 

 
国土交通大臣認定等による木造耐火建築物 

１．主要構造部に木材を使用した耐火構造とする場合（国土交通大臣認定） 

木造建築物の耐火構造の考え方には、現在、「被覆型（メンブレン型）」「燃え止まり型」「鉄骨内
蔵型（以下、「木質ハイブリッド集成材」という。）」の３つがあり、いくつかの仕様が１時間耐火の
大臣認定を取得しています。 

   

○被覆型（メンブレン型） 

心材（木材）を強化石膏ボード 等で被

覆することでメンブレン層（耐火層）を形

成し、所定の耐火性能を確保しま す。

木造軸組構法等で利用可能です。 

○燃え止まり型 

心材（集成材）を難燃処理木材、モ

ルタル、石膏ボード等で被覆するこ

とで燃え止ま り層を形成し、所定の

耐火性能を確保しま す。 

○木質ハイ ブリッド集成材 

心材（鋼材）を木材（集成材）で被覆する

ことで、所定の耐火性能を確保するととも

に 、木の 質感を出す方法が 考えられま

す。なお、構造計算上は鉄骨造です。 

２．耐火性能検証法により木造とする場合 

耐火性能検証法により、木造建築物の設計を行う場合には、火災による温度上昇の影響を受けや

すい部分を不燃材料で覆うなどの措置が必要です。また、天井を高くすること、大きい空間とする

ことで、火災時に熱がこもりにくくする場合などは、梁を木材のあらわしで用いることも可能と考

えられます。 

 

③ 地域制限 

市街地における火災の危険性を防ぐため、都市計画によって、地域を限って「防火
地域」や「準防火地域」を指定します（都市計画法第９条２０項）。 

法では、これら地域区分に応じた階数や規模を定め、建築物の構造を制限します。
また、特定行政庁（市町村に建築主事のいる市町村長、いない場合は都道府県知事）
は、屋根からの火の粉による延焼を防止するために、「２２条区域」を指定します。 

ア． 防火地域 

都市計画区域内における中心市街地や駅前、主要幹線道沿いなどの市街化区域内
の大規模な商業施設や住宅が密集し、火災が大惨事につながりかねない地域では、
建築物の構造の規制を制限して防火機能を高める目的で、都市計画で防火地域を定
めています。 

敷地が防火地域内にある建築物は、用途や規模、構造によってさまざまな制約を
受けます（法第６１条）。 

イ． 準防火地域 

準防火地域は、防火地域に準じて建物の密集する地域で火災が拡大しないことを
目的とし、都市計画で定められた地域で、防火地域と比べ建築物の構造規制は比較
的緩やかです。 

防火地域内に建てられる建築物は、耐火建築物と準耐火建築物に限られます。一
方、準防火地域では、耐火建築物が求められる規模は、「地上４階建て以上」か「延
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べ面積１,５００ｍ２超」です。 
また、準耐火建築物とする規模は、「延べ面積５００ｍ２超、１,５００ｍ２以下」、

「地階を除く階数が３階建て」とするか、政令で定める技術基準に適合させます（法
第６２条）。 

ウ． ２２条区域 

２２条指定区域は、防火・準防火地域以外の市街地において、火災延焼防止の目
的で耐火・準耐火建築物以外の建築物の屋根の構造を規制します（法第２２条）。 
 

 
防火地域内における建築物の構造規制 

都市計画区域内における中心市街地や駅前、主要幹線道沿いなどの市街化区域内の大規模な商業

施設や住宅が密集し、火災が大惨事につながりかねない地域では、建築物の構造規制を制限して防

火機能を高める目的で、都市計画で防火地域を定めています。 

 

防火地域の制限 

階数 延べ面積（Ｓ） 建築物の構造規制 

≦２階 
Ｓ≦１００㎡ 耐火又は準耐火建築物 

Ｓ＞１００㎡ 耐火建築物 

≧３階 

（地階を含む） 
－ 耐火建築物 
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（４）用途別判断基準 

① 庁舎・事務所 

○ 事務所は、特殊建築物に該当しません。 

○ 高さが 13m以下、軒の高さが 9m以下および延べ面積が 3,000m2以下の場合は、

耐火・準耐火建築物以外の建築物で建設できます。（法第 21 条） 

○ 高さが 13m または軒の高さが 9m を超える場合は、耐火建築物とする必要があり

ますが、防火上の技術的基準に適合する木造建築物の場合は、耐火要件が緩和され

ます（令第 129 条の 2 の 3）。 

○ 防災拠点施設（県庁舎、警察署、総合病院など）となる場合は、耐震安全性の確保

を優先した構造とすることを原則とします。 

＜耐火要件が緩和される木造建築物＞ 

ア 1 時間準耐火構造の木造建築物 

階数が 3 階までの緩和規定に基づき、主要構造部を 1 時間の準耐火構造とし、建物の周囲に十分な空

地（幅員 3m 以上の通路）を設けることが必要。 

ただし、建物の周囲に空地が設けられない場合は、床面積 200m2 以内ごとの防火区画などの対策が必

要。 

イ 30 分相当の加熱に耐える防火措置（燃えしろ設計等）を行った木造建築物 

階数が 2 階までの緩和規定で、次の(a)～(b)の基準などに適合する木造建築物。 

(a) 強度や耐久性に関し安全が確認された集成材、製材等の建築物とする。 

(b) 柱および梁について、通常の火災に対して建築物全体が倒壊する恐れのないことを確かめ（燃

えしろ設計）、さらに継手や仕口は防火上有効に被覆する。 

(c) 外壁、軒裏の構造を防火構造とし、床の構造は 30 分の加熱に耐える防火措置としたものとす

る。 

(d) 各室及び各通路の壁、及び天井の室内に面する部分の仕上げを難燃材料以上とする。なお、

延べ面積が 1,000m2 を超える木造建築物は、防火壁により 1,000m2 以内ごとに区画する必要が

あるが、これを準耐火建築物とした場合は、防火壁の設置が緩和される。（法第 26 条、令第 112

条） 

 

 

 

■外観 
主要構造部の柱、梁に地場産木材を活用した『木質ハイブリッド集成材（鋼材内蔵
型集成材）』により、耐火建築物でありながら木の架構に包まれた空間を実現されて
います。 

■内観 

■福島県国見町庁舎（庁舎棟） 
用途 庁舎 
所在地 福島県伊達郡国見町 
構造／規模 鉄骨造（一部鉄筋コンクリート造）／３階建て（地下１階） 
完成年 平成 29 年  
延床面積 4,833.39 ㎡ 

 

 
 

 

 
 

■木質ハイブリッド集成材 
写真：国見町ＨＰから転載 
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② 公営住宅 

○ 共同住宅は特殊建築物に該当します。 

○ 3 階以上を共同住宅の用途に供する場合は、耐火建築物とする必要があります。（法
第 27 条 1 項） 

○ ただし、防火および避難に関する一定の技術基準に適合する場合、準耐火建築物と
することができ、防火地域、準防火地域以外の区域であれば木造で建設することが
可能です。 

○ 防火地域、準防火地域以外の区域内では、延べ面積 3,000m2 以下の木造 3 階建て
共同住宅の建設が可能で、その技術基準は次の通りです。（令第 115 条の 2 の 2） 

 

ア 主要構造部の耐火性能が 1 時間の準耐火構造であること。（平成 12 年建告 1380 号）。 

イ 避難上有効なバルコニーの設置等により十分な避難安全性が確保されていること。（各住戸それぞれ 2

方向の避難経路の確保） 

ウ 通常の進入経路以外に十分な幅員の通路に面する開口部を設けることにより、消防活動の円滑性が確

保されていること。 

エ 避難活動と消防活動の円滑性を確保するとともに、倒壊による隣地への加害防止のため、建物の周囲に

十分な空地を設けること。準防火地域内の場合は、延べ面積 1,500m2 以下の木造 3 階建て共同住宅の

建設が可能で、その場合は上記ア～エの技術基準に加え、次の防火措置オが必要となる。 

オ 火災時の延焼拡大防止と避難上の安全性を確保するために、3 階の住戸などの外壁開口部に防火設

備を設けること。 

 

 
下宿、共同住宅または寄宿舎は準耐火構造でも OK 

下宿、共同住宅または寄宿舎については、利用者が特定の者で建物の構造を充分に理解している

こと、円滑な避難が期待できること、および住戸ごとに小規模区画されており火災の拡大が比較的
遅いことなど、防火上や避難上他の特殊建築物に比べ有利な条件を有していることから、防火およ

び避難に関する一定の技術基準に適合する準耐火建築物とすることができます。 

 

 

■県営住宅杉の香団地 
用途 住宅 
所在地 八頭郡智頭町 
構造／規模 木造（構造用大断面集成材）／３階建て 
完成年 平成 15 年  
延床面積 3,707 ㎡ 
県産材使用箇所 柱・梁（杉）等 
耐火性能 準耐火構造（燃えしろ設計） 
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③ 学校 

○ 学校は特殊建築物に該当します。 

○ 耐火上の要件は、3 階以上の階を学校の用途に供するかどうか、延べ面積 3,000m2

を超えるかどうか、高さ 13m 軒高 9m を超えるかどうか、学校の用途に供する床

面積が 2,000m2 以上かどうかによって違ってきます。 

○ 延べ面積が 3,000m2 を超える場合は主要構造部を耐火構造とするなどの措置が必

要ですが、一定基準に合致するよう分棟することで、主要構造部を木造とすること

ができます。 

○ なお、学校の用途には内装制限の規定がありません。したがって、地階や無窓居室

およびその避難経路、火気使用室でなければ、内装に自由に木材を現しで使えます。 

 

 
学校に求められる耐火性能 

学校は、法により、階数や床面積の規模に応じた耐火性能が求められる一方で、学校教育法

の設置基準によって必要最低床面積も規定されています。そのため、児童数、生徒数によって

は耐火建築物や準耐火建築物しか建設できない場合もあります。 

 
 

 

■外観 ■内観 
 
 
 
 
 
 
 
■倉吉総合産業高校 

用途 学校（管理教室棟） 
所在地 倉吉市小田 
構造／規模 木造（構造用大断面集成

材）／2 階建て 
完成年 平成 26 年 
延床面積 1,656.56㎡ 
県産材使用箇所 柱・梁（杉）・腰壁

（杉）等 
耐火性能 準耐火構造（燃えしろ設

計／イ準耐45 分） 

 

■内観（構造材） 
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④ 図書館・博物館・美術館 

○ 図書館・博物館・美術館は特殊建築物に該当します。 

○ 2015 年 6 月の法第 21 条、第 27 条の改正により、3 階建て以下の 3,000 ㎡

を超える美術館が、耐火性能の高い壁等で 3,000 ㎡以内ごとに区画することで耐

火構造以外の構造方法が採用できるようになりました。 

※防火地域・準防火地域内では当該緩和規定が適用されず「耐火建築物」とする必要があります。 

○ 次の技術的基準を満たすことにより、準耐火建築物（主要構造部を１時間準耐火構

造）で建築することが可能です。（平２７国交告２５５号） 

ア 建物の周囲に３ｍ以上の通路を設置（第 1 第 3 号） 

イ 延焼する恐れがある外壁の窓の防火措置（第３） 

ウ ひさしやバルコニーの設置、天井の不燃化、窓の大きさ・窓の離隔、窓の防火措置による延焼防止（第３

各号） 

 

 
美術館・博物館は耐火構造が基本 

美術館・博物館は承認公開施設とする場合「重要文化財の所有者及び管理団体外の者による公

開に係る博物館その他の施設の承認に関する規定（平成 8 年 8 月 2 日 文化庁告示第 9 号（改正 
平成 8 年 8 月 30 日 文化庁告示第 12 号））」の規制を受けますが、第三条（承認の基準）第三

号イ」に、「建物が、耐火耐震構造であること。」と規定されており、法の耐火構造と同等の性能

を求められます。 

 

 

■外観 
大分県の中心地である大分市に建つ、「五感」と「出会い」
をコンセプトとした美術館。竹工芸をイメージした印象的な
デザインに大分県産材を使用して造られ、美術館の建物
そのものがアートのよう に感じられる異風な外観はどこにも
ない美術館として大きな話題となりました。 

 

■大分県立美術館（大分県） 
用途 美術館 
構造／規模 鉄骨造一部鉄筋コンクリート造 

／地下１階＋地上 3 階（一部 4 階）建て 
完成年 平成 27 年  
延床面積 17,084.58 ㎡ 

 

■内観（天井） 

写真：（上）大分県立美術館及び（下）佐伯広域森林組合ＨＰから転載 
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⑤ 体育館 

○ 体育館は特殊建築物に該当します。 

○ 延べ面積が 2,000m2 以上の体育館の用途に供する建築物は、準耐火建築物とする

こととされています。（法第 27 条 2 項） 

○ 延べ面積が 2,000m2 未満の場合は、耐火・準耐火建築物以外の建築物で建設でき

ます。また、体育館はスポーツ施設等の火災発生のおそれが少ない用途に分類され、

令第 115 条の 2 に定める技術的基準に適合すれば本来設置が必要な防火壁の設置

（法第 26 条）も緩和されます。 

＜令第 115 条の 2 の規定（要旨）＞ 

ア 階数 2 以下で、2 階部分の床面積が 1 階部分の床面積の 1/8 以下とする。 

イ 強度や耐久性に関し安全が確認された集成材、製材等の建築物とする。 

ウ 柱および梁について、30 分相当の防火措置として燃えしろ設計を行い、継手・仕口は防火上有効に被

覆する。 

エ 外壁・軒裏の構造を防火構造とし、床の構造は 30 分の防火性能のあるものとする。 

オ 各室および各通路の、壁および天井の室内に面する部分の仕上げを難燃材料以上とする。なお、準耐

火建築物とすることによっても防火壁の設置は緩和される。 

 

  

■外観 ■立体構造図 

 木造建築の中で培わ れてきた伝
統継手を、最先端の 加工技術に
より再現。体育館のアリーナ部分
は 、 ア ー チ 梁 を 使 っ た 全 長 
20.7m の大架構 10 スパンで構
成されています。 
 
■大分県中津市立鶴居小学校
（体育館） 

用途 体育館 
構造／規模 木造（構造用大

断面集成材）／
2 階建て 

完成年 平成 22 年  
延床面積 974.61 ㎡ 
 

■内観（ステージ）  

図：「地域材を利用した学校施設整備―中津市立鶴居小学校木造体育館の建設―」（文部科学省資料から転載） 
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⑥ 集会場・ホール 

○ 集会場は特殊建築物に該当します。 

○ 集会場が耐火・準耐火建築物以外の建築物で建てられるか否かは客席の床面積、ス

プリンクラー設備の設置の要否は舞台の床面積が判断要素となります。 

○ なお、客席と舞台が分かれていない一体型の集会場の場合は、その室の床面積の合

計が「客席の床面積」に該当します。 

 

 
集会場・ホールの経済的な規模の目安 

経済的な規模は、客席の面積が 200m2 未満で、かつ延べ面積が 500m2 未満です。この場合に適

合すれば耐火建築物としなくてもよく、スプリンクラー設備と屋内消火栓設備も設置不要となります。 

 

■岡山県農林水産総合センター農業大学校
（木造研修交流等施設） 

用途 学生寮 研修交流ホール 
構造／規模 木造（構造用大断面集成材）

／2 階建て 
完成年 平成 24 年  
延床面積 1,458.24 ㎡ 

 

■外観 

 

■内観（ホール） 

写真：（一社）公共建築協会中国地区事務局ＨＰから転載 
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⑦ 駐在所・交番 

○ 駐在所・交番は特殊建築物に該当しません。 

○ 駐在所は、標準的な規模は 100～120 ㎡程度と住宅と同程度ですので、木造軸組

構法で整備することが一般的です。 

○ 交番は、駐在所と同程度の規模で木造とすることも可能ですが、地域の防災拠点と

してより高い防火性、耐震性、堅牢性を求められ木造以外の構造する例が一般的で

す。 

 

■米子空港警備派出所（境港市） 
用途 派出所 
所在地 境港市（米子空港） 
構造／規模 木造軸組構法／平屋建て 
完成年 平成 21 年  
延床面積 58.83 ㎡ 
県産材使用箇所 柱・梁（杉）等 

 

外部壁は浜絣を連想させる藍色の外観に規則的な木縦格子
を取付け、県産杉丸太や桧を使用した構造材及び壁や建具の
造作材など、仕上げ材にも木材を多く 使用しています。また、
内部梁の一部に杉積層材（ＬＶＬ材）を使用しています。 

■外観 

 

⑧ 畜舎 

○ 畜舎は特殊建築物に該当しません。 

○ 畜産施設は、使用する人、滞在する時間が限られる事などの使用実態を考慮し、法

の構造、防火、耐火の規制が緩和（※）されています。 

○ 構造についても、一定の条件を満たせば、構造計算に使用する積雪荷重、風荷重が

緩和されます。 

（※） H6 告示第 1882 号「小屋裏隔壁の設置を要しない畜舎等の基準を定める件」 

（※） H7 告示第 1362 号「防火壁の設置を要しない畜舎等の基準を定める件」 

（※） H14 告示第 474 号「特定畜舎等建築物の構造方法に関する安全上必要な技術的基準を定める等の件」 

  
■牛舎（北海道浜中町） 

 
■牧場育成舎（北海道浜中町） 

写真：厚浜木材加工協同組合（北海道）ＨＰから転載 
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⑨ 倉庫・車庫 

○ 倉庫・車庫は特殊建築物に該当します。 

○ 自動車車庫（開放的な簡易建築物を除く）は、燃料の危険性などから内装制限がか

かります。したがって、壁・天井に木材を現しで使う場合は準不燃処理が必要です。 

 
■株式会社日新 倉庫棟(鳥取県境港市) 

用途 倉庫 
所在地 境港市 
構造／規模 木造（梁：構造用ＬＶＬつづり材／ボル

トによる合わせ梁）／平屋建て 
完成年 平成 25 年  
延床面積 1409.18 ㎡ 
県産材使用箇所 柱・梁等 
耐火性能 準耐火構造 
・平成 24 年度木造建築技術先導事業 

（国土交通省） 
・2014 年度グッドデザイン賞を受賞 

 

■外観 

鳥取県産杉を使って製造した構造用 LVL のつづり材を用いて、
30ｍを超えるロングスパンの無柱空間による準耐火木造建築倉
庫（31m×43m）を実現。LVL のつづり材は、厚さ 75 ㎜の LVL３
枚を木ダボとつづりボルトにて緊結したものとなっています。一般
部に加え、柱・梁接合部においても２次接着を不要とし木ダボと
接合用ボルトを採用することによりローコスト化を図っています。 

 

■内観 
写真及び文章：株式会社日新ＨＰから引用、転載 

 

 
木造建築物を建設する場合の目安 

○事務所： 延べ面積 3,000 ㎡以下、高さ 13ｍかつ軒高 9ｍ以下 

（高さ 13ｍ又は軒高 9ｍを超えた場合でも 、階数が 3 以下で一定の防火基準を満たすことで木造にできます） 

○学校等： 平屋建又は 2 階建、延べ面積 2,000 ㎡未満の場合 

（平屋建又は 2 階建で、延べ面積が 3,000 ㎡未満の場合には、準耐火建築物とすることで木造にできます） 

 

 
延焼の恐れのある部分とは？  

法では、近隣の火災時に火熱の影響を受ける

範囲を「延焼の恐れのある部分」として規定し
ています。隣地境界線や道路中心線から１階な

らば３ｍ以下、２階以上では５ｍ以下の距離に

ある建築物の部分が当該部分に当たります。 
同一敷地内に２以上の建築物（延べ面積５０

０㎡超）がある場合は、相互の外壁間の中心線

から前記の距離の部分になります。 
延焼の恐れのある部分にある建築物は、構造

の規制が制限されます。制限される部分は、外

壁や屋根、軒裏、開口部などで、防火構造とし
たり、防火設備の設置が義務付けられます。 

 

○防火地域及び準防火地域内では 

全ての建築物で、延焼のおそれのある部分にあ

たる部分にある外壁の開口部に防火設備が必要と

なります。 

○準防火地域内にある木造建築物等では 

延焼のおそれのある部分に あたる部分にか

かる外壁や軒裏等を防火構造とします。ま た、

附属する２ｍ超の門・塀は、延焼距離３ｍ部分

を不燃材料でつく る必要があります。 
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（５）構法の特徴・適性による判断 

① 木造軸組構法 

コンクリートの基礎に木の土台を敷き、柱と梁で骨組みを構築して壁に筋交いなど

を取り付ける構法です。日本古来の伝統的工法から派生した構法で一般住宅に最も多

く採用されています。 

低層の公営住宅、駐在所、倉庫、自転車置き場など小規模な建物に適しており、従

来から多数整備しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

図：公益財団法人 日本住宅・木材技術センターＨＰから転載 

 

 
木と木をつなぐ「金物」 

木と木を接続する「金物」は、地震の揺れに対して「ねばり」を出すといった重要な役割があり
ます。 

○施工不良事例 

・特に力がかかる柱と基礎をつなぐ「ホールダウン金物」が、傾いていないか、柱から離れすぎ
ていないか確認します。土台から抜けるのを防ぐ力が発揮できなくなります（写真左・中）。 

・水平力による建物の変形を防止する筋交いと柱・梁の接合箇所には、「筋交い固定金物」にビ
スが入っているか確認します。引張力で筋交いが外れてしまいます（写真右）。 

ホールダウン金物が傾いていて
いる。 

ホールダウン金物の位置ズレに
よるプレート下方が浮いている。 

筋交い固定金物の固定ビスを
忘れている。 
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■ 木造軸組構法による整備例                                                  

 

■県営住宅余子団地 
完成年 平成 25～27 年 

県産材使用箇所 構造材（杉・桧）、床板（CLT）等 

建築概要 

用 途  住宅 

所 在 地  境港市誠道町 

構 造 ／規 模  木造軸組構法／平屋建て（14 戸）・2 階建て（14 戸） 

延 床 面 積  50～80 ㎡／戸 

 

 
 ■外観 

  

 ■外観 ■内観（和室） ■内観（洋室） 

 

 
 ■内観（リビングダイニング） 

床材はＣＬＴを使用し、構造材と仕上材を兼用 
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② 構造用大断面集成材による構法 

大断面集成材は、断面寸法の小さい木材（板材）を接着剤で再構成して造られる木

質材料（＝集成材：Laminated wood）で柱、梁など主要な構造材として使われてい

ます。 

集成材は、木材の割れ等の欠点を製造過程で除去するなど強度のばらつきが少ない

均質な材料で長大大断面材、湾曲材を供給できるので、従来、木造では困難とされて

いた大スパン架構の建物などが実現可能となりました。 

大規模な空間を構成する場合に適しており、本県でも、夢みなとタワー、倉吉未来

中心（アトリウム）、県立学校実習棟等に多数採用しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■倉吉総合産業高等学校（管理棟） 構造用大断面集成材の建て方 
 

 
集成材とは？  

所要の耐力を目的として等級区分した
ひき板(ラミナ)を集成接着したものであっ
て､所要の耐力に応じた断面の大きさと安
定した強度性能を持ち､大スパンの建築物
の建設も可能です｡ 

寸法､断面積によって大断面､中断面､小
断面に分類されています｡木質構造の耐力
部材として柱､梁､桁などに使用されます｡ 

化粧ばり構造用集成柱とともに国土交
通省告示に基づいて材料強度が定められ
ています｡ 

 

異形鉄筋 

エポキシ樹脂注入 

集成材（県産材） 
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■ 構造用大断面集成材による整備例                                            

 

■県営住宅杉の香団地 
完成年 平成 15 年 

県産材使用箇所 柱・梁（杉）等 

建築概要 

用 途  住宅 

所 在 地  八頭郡智頭町 

構 造 ／規 模  木造（構造用大断面集成材）／３階建て 

延 床 面 積  3,707 ㎡ 

 

■外観 

 

 

 
■鳥取工業高等学校 

完成年 平成 26 年 

県産材使用箇所 構造材（杉）等  

建築概要 

用 途  学校（電気実習棟） 

所 在 地  鳥取市生山 

構 造 ／規 模  木造（構造用大断面集成材）／２階建て 

延 床 面 積  2,229 ㎡ 

 

  

 ■外観 

 
 ■内観 
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③ ＣＬＴを用いた建築物 

ＣＬＴは、近年、新たな建築資材として注目されています。ＣＬＴ工法は、杉、桧、

松などのひき板（ラミナ）を繊維方向が直交するように積層接着した木質系材料（＝Ｃ

ＬＴ：Cross Laminated Timber）を壁、床等の構造材として建築物に用いる構法です。 

ＣＬＴを用いた建築物は、様々なものがありますが、ＣＬＴを用いた壁の役割によっ

て、「ＣＬＴを用いた建築物」と「ＣＬＴパネル工法」に大別されます。 

ア． ＣＬＴを用いた建築物 

ＣＬＴを用いた建築物は、床、壁、天井、屋根など

の部分にＣＬＴを用いた木造と他の構造との混構造

の建築物の全てを指し、通常よりも高度な構造計算方

法（ルート２以上）に沿った設計が求められるほか、

関連法規の確認が必要となります。 

イ． ＣＬＴパネル工法 

ＣＬＴパネル工法は、ＣＬＴを用いた建築物のうち、国土交通省告示（611 号、

平成 28 年 4 月）において「ＣＬＴ壁に水平力及び鉛直力を負担させる工法（※）」

と定義されており、小規模建築物で使われる構造計算方法（ルート１）に沿った

設計が可能です。 

ＣＬＴパネル工法は、水平力及び鉛直力を負担するＣＬＴ壁パネル（以下、「耐

力壁」という。）を、同告示により共に規定された接合部位と専用金物（通称：「Ｘ

（クロス）マーク金物」）を緊結します。 

（※） 水平力のみ負担するＣＬＴ壁パネルを用いた建築物は、「ＣＬＴを用いた建築物」に該当します。 
 

 
Ｃ Ｌ Ｔ とは？  

ＣＬＴとは、クロス（交差）、ラミネイティド（張り合わせる）、ティンバー（木材）の略で、
木の繊維の方向が直角に交わるように板材を重ねて接着した大判のパネルです。 

欧米を中心にマンションや商業施
設などの壁や床として普及してお
り、今後、日本においても国産材Ｃ
ＬＴを活用した中層建築物等の木造
化による新たな木材需要の創出に期
待されています。 

日本では 2013 年 12 月に製造規
格となる JAS（日本農林規格）が制
定、2016 年 4 月にＣＬＴ関連の法
告示が公布・施行され、ＣＬＴの一
般利用がスタートしています。 

ＣＬＴは、構造躯体として建物を
支えると共に、断熱性や遮炎性、遮
熱性、遮音性などの複合的な効果も
期待できます。 

 

国内で製造できる一番大きなサイズ（3m×12m）の杉ＣＬＴパ
ネル。床や壁、屋根などの材料として使います。 

 写真及び文章：（一社）ＣＬＴ協会ＨＰから転載 

○各部位に使用されるＣＬＴの仕様 

ＣＬＴの仕様 床 壁 屋根・天井 

３層３プライ（厚さ  90mm 杉）  ○ ○ 

３層４プライ（厚さ 120mm 杉）   ○ 

５層５プライ（厚さ 150mm 杉） ○ ○ ○ 

５層７プライ（厚さ 210mm 杉） ○  ○ 

※ラミナの厚さは、全て 30mm が標準 
表：（一社）ＣＬＴ協会「ＣＬＴ設計者向け講習会テキスト-ルート１で構造設計が可能なＣＬＴパネル工法-（2018.8）」から転載 

 

 

 

ＣＬＴ を用 いた建 築 物 

ＣＬＴパネル工法 

ＣＬＴパネル工法  

（ル ート １） 
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 鳥取県内にＣ Ｌ Ｔ 工場の新会社が設立 

本県では、平成３０年２月新会社「鳥取ＣＬＴ（南部町法

勝寺）」が設立され、最大で厚さ９０㎜・長さ４ｍの大型Ｃ

ＬＴ材の生産を開始する予定です。 

 

 

 

 

 
Ｃ Ｌ Ｔ パネル工法にオススメの建築物とは？  

定形間取りの建築物 

○ＣＬＴパネル工法 は、公営住宅のような定形

の間取りの［壁式構造］の建築物の場合に向い

ており、工場にてユニット化が可能のため工期

短縮も期待できます。 

○ＣＬＴは製造原版サイズが大きく、大版の壁や床に

使用することが可能です。 

○ＣＬＴは木材特有の断熱性に優れています。 

○ 建物の全体にＣＬＴを使わずに、鉄筋コンクリー

ト造や鉄骨造、または木造の軸組工法などと組み合

わせて部分的に利用する場合も多いです。 
○ その他、ＣＬＴは災害時の仮設用住宅にパー

ツとして保管し、必要な時に組み立てて利用す

ることも考えられます。 

［壁式構造］ 

・壁や床の板状の面で空間をつくる構造 

・あまり大きな単位空間をとれない 
・室内に柱や梁の形が出ない 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

構造計算ルート１ 規模の建築物 

○ＣＬＴパネル工法は、ルート１で構造計算が可能な規模（高さ１３ｍ以下、軒高９ｍ以下、

階数３以下（地階は除く））で、耐力壁、床、屋根に使用するＣＬＴの仕様（前頁 CHECK

内「○各部位に使用されるＣＬＴの仕様」）に適合した建築物が設計し易いです。 

○ＣＬＴパネル工法は、防耐火上の規定が厳しくない「その他の建築

物（準耐火・耐火建築物ではない）」要件であれば、設計の自由度が

向上します。 

  ※ルート１によるＣＬＴパネル工法による建築物は、現在「準耐火」「耐火

（１時間）」まで実現可能 

○ その他、ＣＬＴパネル工法は、雨や結露等による防腐や防蟻対策ほ

か、耐力壁への穴空けが禁止されるなどの設計ルールに留意が必要

です。 

 
 

 

 
 

 

写真：（一社）ＣＬＴ協会ＨＰから転載 

 

トピック 

高さ 13

ｍ以下 

軒高 
９ｍ 

以下 

階数３以下（地階は除く） 
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CLT はこれからの普及が期待される新素材 

ＣＬＴは、2014 年に JAS

により材料規格が定められ、

2016年に法に基づく一般的な

設計法等の関連告示が公布・施

行された新素材です。 

これまではＣＬＴを構造材と

して利用する際には個別に大臣

認定を取得する必要があった

が、この告示により通常の建築

確認によってＣＬＴを使った建

築が可能となりました。 

 建築物の木 造化
の推進と併せて、ＣＬ
Ｔ関連産業の育成を
進め、地域の振興に
繋げ、地方創生実現
を目的に設立されま
し た 。 メ ン バ ー は
2016 年 4 月時点で、
鳥取県ほか 35 の自
治体となっています。 

○「ＣＬＴで地方創生を実現する首長連合」設立（2015 年 8 月） 

 

（参考１）ＣＬＴパネル工法の製作・施工工程 

 

プレカット 工場で 、パネ
ルサ イズと 金物の 取付
け部分や接合部を加工
する。 

壁パネルの上下端に 取り付
ける専用金物（クロス マーク
金物）。金物同士をボルトで
緊結する。 

水平方向に壁パネルどう しは
雇いざねを介して接合する。 

床版に専用金物を設置し、下
階の同金物にボルトを緊結して
壁パネルを設置する。 

写真：（一社）ＣＬＴ協会ＨＰから転載 

（参考２）他工法との価格比較（直接工事費のみ、消費税を除く） 

 

 

 

ＣＬＴの将来単価の設定条件 

 

○ＣＬＴによる建築物は、建物重

量が軽いため、基礎工事を軽減 

○ＣＬＴパネルの薄型化による材

料費の低減（１５cm 厚保⇒９cm

厚） 

○本格的なＣＬＴパネル加工工場

（量産化）による単価の低減 

【試算】高知おおとよ製材社員寮と同規模（３階建て） 

種別 
ＣＬＴ工法 

ＲＣ造 Ｓ造 
（現状） （将来） 

㎡当たり単価（千円） 271 約 238 約 241 約 240 

坪当たり単価（千円） 984 約 787 約 796 約 791 
 

（参考３）他工法との工期比較 

 
 

【試算】高知おおとよ製材社員寮と同規模（３階建て、延べ床面積２４６㎡） 

種別 ＣＬＴ工法 ＲＣ造 

施工期間 ４箇月 ６．５箇月（※） 

（※） 施工会社による試算 
表及び文章：（一社）ＣＬＴ協会「ＣＬＴで啓く 地域づく り-ＣＬＴ建築のすすめかた-」パンフレットから転載 

（参考４）ＣＬＴと他の積層材について 

構成部分 平行積層（軸材料） 直交積層（面材料） 

（※）  ＬＶＬ（単

板積層材）につ

いては、本頁以

降で説明。 

 

 

 

単板 

 

 

 

ＬＶＬ（単板積層材）（※） 

 

 

 

合板 

 

 

 

ラ ミナ 

 

 

 

集成材 

 

 

 

ＣＬＴ（直交集成材） 

 

参考  

全国初の

ＣＬＴ建築

物 に よ る

コスト試算 

 

参考  

全国初のＣ

ＬＴ建築物

の工期 
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■ ＣＬＴパネル工法による整備例                                                

 

■市営ＣＬＴ春日住宅（岡山県） 
完成年 平成 26 年 

CLT 利用部分 床、壁、屋根 

建築概要 

用 途  市営住宅 

所 在 地  岡山県真庭市月田 

構 造 ／規 模  木造（ＣＬＴパネル工法）／３階建て 

設 計 ル ー ト  大臣認定 

延 床 面 積  281.00 ㎡ 

 

 

■CLT パネル工法の耐力壁 

 

■CLT パネル工法の建て方 
■全国初のＣＬＴパネル工法の市営住宅写真 

真庭市ＨＰから転載 

 

■道の駅あわくらんど トイレ（岡山県） 
完成年 平成 30 年 

CLT 利用部分 壁、屋根 

建築概要 

用 途  公衆便所 

所 在 地  岡山県英田郡西粟倉村影石 

構 造 ／規 模  木造（ＣＬＴパネル工法）／平屋建て 

設 計 ル ー ト  ルート３ 

延 床 面 積  218.04 ㎡ 

 

■外観 ■内観 

写真：岡山県ＨＰから転載 
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■ ＣＬＴを用いた建築物による整備例                                            

 

■鳥取砂丘ビジターセンター 
完成年 平成 30 年 

CLT 利用部分 床、屋根 

県産材使用箇所 柱・梁（杉）、屋根・一部床（CLT）  

建築概要 

用 途  展示施設 

所 在 地  鳥取市福部町湯山 

構 造 ／規 模  木造（構造用大断面集成材）／２階建て 

延 床 面 積  893.89 ㎡ 

 

 

■外観（南面） 

■外観（東南面） ■図書館情報コーナー（２階） 

 

 

■インフォメーショ ン（１階） ■展示室（２階） 
鳥取砂丘ビジターセンターは、

「鳥取砂丘の多様性を再発見できる
場所」 として、平成３ ０年１０ 月に開
館し、国立公園などの自然（ 地形・
地質・動植物）等の情報を展示、解
説し、自然体験や観光情報などの
利用案内を行う 施設です。 

施設内では、５つのゾーンを中心
に、鳥取砂丘の 魅力を伝える様々
な展示を行っています。 

■ホール（１階） 
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■高知県森林組合連合会事務所（高知県） 
完成年 平成 28 年 

CLT 利用部分 床、壁、屋根 

建築概要 

用 途  事務所 

所 在 地  高知県南国市双葉台 

構 造 ／規 模  木造（木造軸組構法）／２階建て 

設 計 ル ー ト  大臣認定 

耐火性能     準耐火構造 

延 床 面 積  1,209.73 ㎡ 

 

 

 

■外観 ■内観 

写真：（一社）ＣＬＴ協会ＨＰから転載 

 

④ ＬＶＬ（単板積層材）を用いた建築物 

LVL とは、ロータリーレースやスライサーなどの切削機械で

切削された単板（ベニア）の繊維方向を、すべて平行にして積

層 接 着 して 造 られ る 単板 積 層材 （ ＝ Laminated Veneer 

Lumber）です。ＬＶＬには、「造作用」のものと「構造用」の

ものがあります。LVL は繊維方向の平行層の割合が圧倒的に大

きく、一般的には製品の厚さも厚いため、面材としてよりも構

造用の軸材・骨組材として用いられています。  
本県では、「株式会社オロチ（日南町下石見）」において県産杉、桧によるＬＶＬを製

造しており、構造材では最大で厚さ１５０㎜・幅４５０㎜・長さ９ｍの受注が可能です。 

ア. 造作用ＬＶＬ 
造作用 LVL は、その用途を大別すると、ひとつには住宅

用の内装用として室内の造作材や建具に多く使われていま

す。造作材では、表面を化粧加工した框、回り縁などの心

材に用いられ、建具では、フレーム、ドア枠などになりま

す。この他の用途としては、家具の骨組みや心材など、  
さまざまな使われ方があります。なお、造作用ＬＶＬは、『単板積層材の日本農林

規格（ＪＡＳ）』として定められ、「構造物の耐力部材として用いられるものを除く」

単板積層材と規定しています。 

イ. 構造用ＬＶＬ 
構造用ＬＶＬは、構造上の耐力部材として用いられるため、『構造用単板積層材の

日本農林規格（ＪＡＳ）』により性能基準や製造方法が厳しく規定されています。構

造用ＬＶＬの用途には、木造住宅用の建築資材として、木造軸組構法における土台、

柱、梁などの小断面、中断面または大断面構造材があります。なお、平成１６年３

月国土交通省告示改正により、大断面木造建築物への「燃えしろ設計」の基準が定

められ、構造用ＬＶＬが使用出来ます。 
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⑤ その他の工法 

ア. 県産材を原材料とする構造材の開発 

 本県では、林業試験場が県産材による「杉厚板耐力壁（※１）」を開発し、建築基準

法の規定による壁倍率の国土交通大臣認定を取得したほか、市場で流通する県産製

材、金物のみで構築可能な「県産製材活用型トラス工法（※２）」が開発され、これら

の工法と新素材 CLT（※１）や LVL などの県産構造用製品と組み合わせることで、多

様な規模・構造の建築物が県産材のみで構築可能となりつつあります。 

（※１）杉厚板耐力壁、J パネル（ＣＬＴ）ともに、910 モジュール及びメーターモジュールで大臣認定を取得。そ

れぞれの壁倍率は、杉厚板耐力壁［壁倍率 2.2 倍］、J パネル（ＣＬＴ）［壁倍率 3.3 倍・屋根水平構面倍率

2.8 倍］。 

（※２）張弦梁トラス［スパン 6.37m］、片流れトラス［スパン 6.37m］、平行弦トラス［スパン５m、４ｍ］。 
 

■ 県産材を原材料とする構造材の開発による整備例                                

 

■鳥取県林業試験場屋内試験棟 
完成年 平成 30 年 

県産材使用箇所 構造材（杉・桧） 

、壁・天井（CLT）等 

建築概要 

用 途  試験場 

所 在 地  鳥取市河原町 

構 造 ／規 模  木造／平屋建て 

延 床 面 積  89.18 ㎡ 

 
 

 
 

 

 

 

 

 
■外観 ■張弦梁トラス （上）構造図 （下）施工中 

 

 

 

 

 

 

（ダボ施工） 

 

（施工中） 
■杉厚板耐力壁（赤枠部分） 

（※） 引き出し線は、張弦梁トラスと屋根水平構面の Jパネル（ＣＬＴ）を示す。 

■J パネル（ＣＬＴ）耐力壁 

施工中 

 

 

 上弦材(60×240×2 LVL ヒノキ材) 

 束材(60×120×2 LVL ヒノキ材) 

下弦材 

(1-M27 ﾊﾟｲﾌﾟ式ﾀｰﾝﾊﾞｯｸﾙﾌﾞﾚｰｽ) 

■鳥取県林業試験場屋内試験棟 

    J パネル（ＣＬＴ） 

J パネル（ＣＬＴ） 

張弦梁トラ ス 

    張弦梁トラ ス 
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イ. 混構造 

 異なる構造が組み合わさって一つの建物とする工法です。例えば、１階が鉄筋コ

ンクリート造（または鉄骨造）で頑丈に、2 階以上が木造として軽くするなど、そ

れぞれの構造の長所を活かした構造です。 

なお、平面的に一部鉄筋コンクリート造（または鉄骨造）で、他が木造というよ

うに分ける構造も可能です。 
 

 
混構造による効率的な構造で建築コストを抑制 

全てを木造として設計すると、ロングスパ

ンの部材などを利用しなければならないとい

ったことなどから、コストが上がる場合があ

ります。 

適材適所を考慮し、鉄筋コンクリート造や

鉄骨造を効果的に取り入れることで、建物全

体のコストを抑えることができます。 

 

 

■ 混構造による整備例                                               

 

■みんなの交流館 ならは CANvas（福島県） 
完成年 平成 30 年 

県産材使用箇所 梁、屋根（木材加工のみ） 

建築概要 

用 途  集会所 

所 在 地  福島県双葉郡楢葉町 

構 造 ／規 模  鉄骨造+一部木造軸組構法（準耐火建築物） 

／２階建て 

延 床 面 積  1,007.40 ㎡ 

 

 

■外観 

 

■外観 ■内観 

写真：みんなの交流館 ならは CANvas（左・右上）ＨＰ、福島民報（右下）から転載 
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（６）政策による判断 

① 施策目的などを背景とした判断 

規模・構造、経済性、関係法令等から木造とすることは適していないものの、施策に

照らして必要なものは木造化あるいは木質化を基本とした構造とします。ただし、安全

性確保のために必要な耐震性、防火性などについては、実験等により実証して、国土交

通大臣の認定を取得しなければなりません。 

この場合、特殊な構造とするために割高となる工事費とともに認定に要する期間と費

用についての判断を含めた検討が必要です。 

② 耐震性等による判断 

県庁舎、警察署、総合病院など防災拠点施設として、あるいは避難施設として特に高
い耐震性、防火性が要求される主要な建物は主要構造部を木造以外の構造とすることを
基本とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■県立中央病院 
県立中央病院は大規模地震による被災後も復興拠
点として機能するため、現在の耐震基準の 1.5 倍の
耐震安全性を有しています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■鳥取県警察本部 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■鳥取警察署 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■琴浦大山警察署 

 
 
 
 
 
 
 
 

■倉吉警察署 

 
 
 
 
 
 
 
 

■米子警察署 
鳥取県警察本部ほか主要な警察署は、大規模地震
による被災後も復興拠点として機能するため、現
在の耐震基準の1.25 倍の強度を有しています。 
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５ 内外装材の木材利用                                     

建物の外部、内部の仕上げ材として木材を使用することは、景観形成や内部空間の快適性確保

の観点から効果的です。 

ただ、使い方を誤ると、建物の寿命を縮め、却って「木の魅力」や「デザイン性」を損なうことになり

かねません。 

（１）外部 

住宅街や公園、中山間地などに建設する建物は周辺の景観に配慮し、外壁に木材を使用

することを前提として検討します。 

なお、外壁に木材を使用する場合、防火上の地域区分に応じて工法や仕様の制限を受け

ます。 

防火地域や大規模な建築物に隣接して建てる場合、法規制による防火性能を確保するた

めに全体を防火材料で覆わなければならない場合があります。 

せっかく、木造の良さを伝えようとしたのに、外観が全く木造に見えないということに

なりかねないので注意が必要です。 

こういう場合、逆に、主要構造部を鉄骨造とし、仕上げ材を木材とすることで木造の良

さを伝えることができます。 

 

 
図：「公共建築における木材活用推進資料集」国土交通省から転載 

 

 
外部に使用する木材 

 

直接、長期間雨にさらされるような場所、あるいは地面に

直に接するような場所での使用は木材の短所を助長する場

合があります。 
この場合、加圧式保存処理木材の使用や表面を耐候性の高

い塗料で塗装するなどの工夫が必要です。 
■大阪木材仲買会館 
写真：（一社）埼玉県木材協会ＨＰから転載 

 

 
外装の制限等とは？  

 

防火構造の外壁（外側）

に木材を使用した例 

防火構造とできる外壁

の室内側に木材を張っ

た例 

防火構造とできる土塗

壁以外の外壁の例 

防火構造とできる伝統的工法に

よる外壁等の例 

    

外装の基準は、防火
上の地域区分に応じ
て異なりますが、その
他の地域では外装を
木材にすることが可
能です。 

○準防火地域        延焼の恐れのある部分  ⇒ 防火構造 
                 延焼の恐れのない部分  ⇒ 木材利用可 
○大規模木造建築物等  延焼の恐れのある部分  ⇒ 防火構造 

（延べ面積 1,000 ㎡超）                   （屋根：不燃材料等） 
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（２）内部 
内装材として木材を使用すると、「断熱性が

高い」、「調湿作用がある」、「衝撃を和らげる」、

「目に与える刺激が小さい」といった特性に

加え、間近に見て触れることができることか

ら、木の魅力を活かした空間構成等が可能で

デザイン面においても非常に効果的です。 

公共建築では、原則として、廊下やホール

ほか、主要居室の床、壁について県産材を使

用します。 

  

■米子東高等学校（管理教室棟） 

壁材と造り付棚に県産材を使用。 

■県立中央病院（エントランスホール） 

天井に県産杉を、この他緩和ケアのラウンジの壁にも

同材を使用。 
 

 
燃えにくい木材 

 

 
■鳥取警察署道場：内壁に木の準不燃材料を使用 

木質建材の中には、燃えにくい加工を施すことにより、不燃

材料、準不燃材料、難燃材料として国土交通大臣の認定を受け

たものがあります。火気使用室や廊下等で内装を準不燃材料等

とすることが必要な場合は、これらの材料を用いることで木材

の仕上げとすることができます。 
 

「木材のすすめ」（財）日本住宅・木材技術センター発行から転載 

 

 
内装制限とは？  

火災の時、内装材への着火をできるだけ遅らせ、フラッシュオーバーと呼ばれる急激な爆発的燃焼を抑制す
るために、建築物の用途や規模、構造の違いに応じて、次のように内装材の基準（内装制限）が設けられてい

ますので注意が必要です。 

（事務所・学校） 

内装材として木材を使用できます。 

ただし、湯沸室や厨房など火気を使用する部屋の壁や天井は、燃え広がることを避けるため、燃えにくい材料を使用す

る必要があります。この場合、木材でも燃えにくく加工され、準不燃材料として認定を受けた材料であれば使用できます。 

その他、建物の規模・構造により一定の使用制限が設けられています。 

（店舗・共同住宅等） 

劇場、病院、共同住宅のように不特定多数の人が利用したり、就

寝に利用する施設は「特殊建築物」と呼ばれ、内装制限に加え、消

防法による消火設備の設置義務など一段と厳しい規制を受けます。 

なお、内装制限を受ける場合にあっても、居室等で床面から 1.2

ｍまでの壁（腰壁）や床面に木材を使用できます。 
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（３）家具等 

建物を整備する際、同時に造り付け家具等を設置する場合があります。 

公共建築整備においては、家具等についても同様に、原則として県産材を使用します。 

内装材と同様に、木製の家具は、「調湿作用」や「目にやさしい」という「特性」に加え、

木の魅力を活かした空間演出が可能です。 
 

 

 

■ブラ インドに県産材（智頭杉）を使用した例 

（衛生環境研究所） 

■智頭杉を活用して製作された家具に囲まれ、木材への思い 

を語る建築家 隈研吾氏と平井知事（「先駆的木造建築シン 

ポジウム（平成 30 年 1 月 26 日）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■スツールに県産材（智頭杉）を使用した例 ■造り付棚に県産材を使用した例 ■建具に県産材を使用した例 

  

 
木を魅せる 

 

 

 

内装や家具に木材を使用すると「あたたかみ」と「落ち着き」

のある空間を演出できます。他の材料とのバランス、色彩、演出

性を考慮しながら「木を魅せる」感覚での使用が効果的です。 
 

木製家具と子どもへの心理的・教育的効果 

○ 心理的効果 

木製家具は、全般的に気持ちが落ち着く 、教室の雰囲気がよく なった、香

りがよい、感触が良い 木目が目に優しい など、視覚・嗅覚・触覚など五感に

対する効果を指摘する回答が目立った。 

○ 教育的効果 

 文部科学省は、子ども たちに「家具を大切にする心を育成する」という 教育

効果ほか、地元の木材を使っている場合などでは、「祖父の代の植林である

ことを教え、大事に使う という 意識を持っても らう 」、「森を守るために間伐が

大切なことを子ども たちに教え、環境問題に取り組むきっかけにする」という

報告をされた。 
文章：「木材を活用した学校用家具の事例集」文部科学省から転載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「とっ とり杉ごころ」、「 とっ とり桧ごこ ろ」  
＜鳥取木材協同組合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「圧密スギ・ヒノキローリング」 
＜久本木材株式会社＞ 

 

 
 

 

 
 

 

 
「とっ とり生まれの木製品カタログ」 表紙 

＜鳥取県農林水産部 県産材・林産振興課＞ 

写真：（左下）及び（中央下）は「とっとり生まれの木製品カタログ（右下）」から転載 
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６ 木造化とともに検討すべき事項                           

わが国の建物の寿命は欧米諸国に比べるときわめて短いことが知られています。 

一方で、京都、奈良など古都には築後千年を超える木造建築が多く現存しています。 

世代を超え、長期にわたって使用できる資産価値の高いストックを築くことは、経済性に加え地球

温暖化防止のための二酸化炭素の放出量削減と固定量拡大、木くずをはじめとする建設廃棄物排

出量の削減等につながります。 

今後の公共建築の整備では建物の長寿命化について配慮が必要です。 

 

 
木造建築物の寿命は５ ０ 年が理想 

適切な森林資源の循環は、「植える→育てる→

使う→植える」というサイクル（森林の循環サイ

クル）を推進することで、適切な森林整備が確保

されるとともに、将来にわたる木材の利用が可能

となります。 

この森林の循環サイクルは、約５０年とも言わ

れている一方、木造建築の寿命が 30 年程度では、

木材が成長する時間がありません。 

「木造建築の寿命期間」と「森林の循環サイク

ル期間」が同じとなれば、それに利用する木材も

十分に育ち、その木材が形成していた森林の環境

も長く良好な状況が保てます。 

なお、住宅の寿命の推計をした「住宅サイクル

年数（※）（右下グラフ）」でわかるように、アメリ

カの住宅の平均寿命が約１０３年、イギリスが約

１４１年に比べて、日本の家は約３０年となって

います。 

 

（※）住宅サイクル年数： 

｢ストック（現存する住宅数）数をフロー数（新築数）で割

ったもの｣で｢サイクル年数」という 概念を使い、便宜的に

求めたものです。したがってこれも 木造住宅の寿命を正

確に表しているわけではありま せん。 

 

 
 

 
平成 8 年の建設白書の「国別住宅平均寿命」から転載 

 

 

■三徳山三佛寺投入堂（三朝町） 
平安時代後期の建設とされ、木造でありながら、築後千年前後

の時を経た今なお「日本一美しい建築物」とまで称される建造美

を誇る。 

流造、檜皮葺き、正面一間、側面二間の建物で、正面と右側面

に高欄付きの縁をめぐらす。三徳山の北側中腹の断崖絶壁のオー

バーハングした岩窟の中に、絶妙なバランスで建てられており、

左隣に付属する愛染堂、棟札 1枚、古材 43 点とともに国宝に指定

されている。 

※国宝指定名称は「三仏寺奥院（投入堂）」。 

 

森林の循環サイ クル期間 ＝ 木造建築の寿命期間 
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（１）継承性・持続性の確保 

地域において世代を超えて使い続けられる木

造とするためには、地域の気候、地形､地質、生

活様式等に即した継承性、長期間にわたり建物が

機能し続けるための規模・性能等の持続性の確保

に関する措置を講じることが重要です。 

 
■倉吉の町並みと休憩所（倉吉市） 

（２）長寿命化・物理的長期耐用性の確保 

雨水、結露､地面からの湿気等に起因する木材の腐朽や蟻害、金物の錆､基礎コンクリート

の中性化等による構造躯体等の劣化を軽減するため、長期にわたる物理的耐用性の確保に配

慮した材料の選択、湿気処理、工法上の工夫等が必要です。 

 
通常のコンクリート 超高耐久性コンクリート 鉄筋コンクリート造の建築物では、コンクリートが空気中の

二酸化炭素などと反応してアルカリ性から中性に変化（中性化）

すると、内部の鉄筋の錆び（酸化）が進行し、劣化の原因にな

ると言われています。コンクリート内部の気泡や空隙を減らし

て中性化を抑制するとともに、乾燥収縮を減少させてひび割れ

を低減させることにより、長期にわたる耐用年数が可能になり

ます。 
  

中性化領域が大きい 中性化領域が小さい 

■コンクリートの中性化 

写真：（株）竹中工務店「超高耐久性コンクリート」より転載 

（３）維持保全性・更新の容易性の確保 

維持保全や部品の更新が容易に行えるようにするとともに、そのための経費の節減を図る

ため、維持保全性・更新の容易性の確保に関する措置を講じることが必要です。 

また、適切な時期に適切な維持管理、修繕を行うことにより、建物や設備の寿命を延ばし、

結果的にライフサイクルコストの低減に繋がります。 

 

 
■住宅の長寿命化のイ メージ（RC 造共同住宅） 

写真：国土交通省「住宅の寿命を延ばす「２００年住宅」への取組 H20 年度予算案資料」より転載 
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（４）可変性の確保 

時代のニーズの変化等に対応して、大規模な改修等を伴うことなく､部屋の使用形態の変更、

間取りの変更等が容易に行えるようにするため、可変性の確保に関する措置を講じることが

必要です。 

 

 

スケルトン・インフィル（以下「SI」という。）

とは、長期間にわたる耐久性を持つ建物の骨格

（スケルトン）部分と、利用方法の変化に応じて

自由に変更ができる間取りや内装（インフィル）

部分とに分離した工法のことです。 

SI 建築は、配管などの修理・交換が容易にでき

るようにするとともに、老朽化や住まい方の変化

にあわせて、スケルトンを変えずにインフィルの

みを改修・修繕できるため、結果として建物全体

の長寿命化を可能にしています。 

■スケルトン・イ ンフィル  
図：（独）建築研究所「建築物の長期耐用化を考える」から転載 

（５）その他配慮することが望ましい事項 

その他、木造建築の長寿命化に関連して、長寿命化に不可欠な点検・清掃等の維持管理の

ポイント、湿気対策等の住まい方のポイントなどについて、住まい手向けにわかりやすく情

報提供すること、廃棄物の削減、資源の有効活用ついて措置を講じる努力が必要です。  

 

 
木造を長く使う 

 

 

■仁風閣 
鳥取城趾に建つルネッサンス様式を基調とした木造 2階建て洋館。 

明治 40 年（1907 年）、旧鳥取藩主の池田氏が別邸として建てたもので、皇太子（のちの大正天皇）の山陰行啓の

宿舎として使用された。木造でありながら、築後 100 年を経た今なお、白亜の優美な姿で市民に親しまれている。

昭和 48 年に国の重要文化財に指定され、3年の歳月をかけた大修理を経て現在に至る。設計は当時の宮内省匠頭

であった片山東熊氏、工事監督は鳥取県出身の橋本平蔵氏と言われている。 


